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Abstract: 本研究では、経済新聞記事などの経済テキストから、日経平均株価などの市況について
言及している記事を抽出し、それらの内容を自動的に要約することによりマーケットレポートにお
ける市況分析コメントを自動生成する手法の開発を行う。しかし，日経平均株価の市況について言
及している記事のみでは，指定した期間において重要な内容について言及している文の数が少なく，
そのために重要な内容が市況分析コメントに含まれないことがある．そこで本研究では，ある期間に
おいて日経平均株価に影響を与えたイベントを推定し，そのイベントについて述べた記事を関連記
事として自動的に検索し，検索された関連記事をも使用することで，生成する市況分析コメントの精
度を高める手法を提案する．

1 はじめに

近年，証券市場における個人投資家の比重が増大し
ており，個人投資家に対して投資判断の支援をおこな
う技術の必要性が高まっている．そのため，人工知能
分野の手法や技術を，金融市場における様々な場面に
応用することが期待されており，例えば，膨大な金融
情報を分析して投資判断の支援を行う技術が注目され
ている．その一例として，日本銀行が毎月発行してい
る「金融経済月報」や経済新聞記事をテキストマイニ
ングの技術を用いて解析し，経済市場を分析する研究
などが盛んに行われている [1][5]．
本研究では，毎月のファンドの月次運用報告書に記
載される市況分析コメントを自動生成する手法を提案
する．市況分析コメントとは，例えば「8月の国内株式
市況は、中国の景気減速懸念が台頭したことなどを背
景とした世界的な株安を受けて大きく下落しました。」
のような，その月における株価が大きく変動したイベ
ント（例えば，「人民元の基準値切り下げ」）について
述べ，株価が変動した理由を分析した文書である．以
下に，２０１５年１月のファンド月次運用報告書に記
載された市況分析コメントの一部を示す．
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� �
１月の国内株式市況は、ギリシャのユーロ離脱懸
念やスイスフランの対ユーロ無制限介入終了によ
る外国為替市場の混乱などを受けて大きく下落し
ましたが、ＥＣＢ（欧州中央銀行）が量的緩和を
導入するとの観測が強まると国内外の株式市況が
反発、買い戻される展開となりました．...� �

上記のような市況分析コメントを記述するために，ファ
ンド運用の担当者は 1⃝日経平均株価が大きく動いた記
事を調べ， 2⃝その前後にあったイベントを確認し， 3⃝
その記事の中から株価が変動した理由について述べて
いる文を選択し， 4⃝まとめる，という作業を毎月，行
う必要がある．これらの作業は，複数のファンドを担
当する運用担当者にとって大きな負担となっているが，
市況分析コメントについては運用担当者が独自の視点
を生かして記述するというよりは，客観的に正確な記
述をすることを求められるため，市況分析コメント作
成については自動化を行い，自動化されたコメントの
確認作業に専念した方が効率的な業務運営につながる
と考えられる．
そこで，酒井らは，上記の 1⃝日経平均株価が大きく
動いた記事の判定， 2⃝その前後にあったイベントの確
認， 3⃝その記事の中から株価が変動した理由について
述べている文を抽出，といった処理を自動化し， 3⃝の
処理によって抽出された文を時系列順に並べることで
市況分析コメントを自動生成する手法を提案した [8]．



酒井らの手法の概要は以下のようになっている．

Step 1: 一か月分の日経新聞記事から日経平均株価に
ついて述べた記事（以降，分析記事と定義）を深
層学習により抽出．

Step 2: 分析記事の集合から，その期間における重要
なキーワード（以降、重要キーワード）を抽出
（例：人民元，中国人民銀行）

Step 3: Step 1で抽出した分析記事集合より，日経平
均が変動した要因について述べた文（以降，要因
文と定義）を抽出．

Step 4: Step 3で抽出した要因文集合と，Step 2で抽
出した重要キーワード集合を使用し，重要な要因
文を判定

Step 5: Step 4で判定された重要な要因文を時系列順
にならべ，市況分析コメントとする

しかし，酒井らの手法によって生成された市況分析コ
メントには，その月で起こった重要なイベントが含ま
れないことがあった．例えば，２０１５年１月におい
て，「ギリシャ総選挙において反緊縮財政派が優勢」や
「スイス国立銀行がスイスフランの対ユーロでの無制限
介入終了を急遽発表」といった重要なイベントが自動
生成したレポートに含まれておらず、Step 2において
も重要なキーワードである「スイスフラン」「ギリシャ
総選挙」なども取得されていなかった。
原因を調査したところ、入力とした２０１５年１月
の分析記事において，スイスフラン高について述べて
いる記事は１月１６日の１つしかなく、重要なキーワー
ドとして抽出されていなかった．同じく、「ギリシャ総
選挙において反緊縮財政派が優勢」について述べてい
る記事も１月２６日の１つしかない．
本タスクは，複数の記事から１つの要約を生成する
複数文書要約（例えば，文献 [6]）とみなすことができ
る．複数文書要約では，入力として複数の記事が与え
られ，それらの記事から重要な文を抽出し，重要な文同
士の冗長性を排除してまとめるという処理を行い，入
力された記事の内容をまんべんなく含むような要約を
生成することが求められる．複数文書要約では，通常，
入力した複数の文書において多く，かつ，複数の文書
にまんべんなく出現する語を重要キーワードと認定し，
その重要キーワードから重要文を抽出するが，本タス
クではこの仮定が成り立っていなかった．しかしなが
ら，１月の（分析記事以外を含む）記事全体には，「ギ
リシャ総選挙において反緊縮財政派が優勢」に関する
記事や「スイス国立銀行がスイスフランの対ユーロで
の無制限介入終了」に関する記事は，それなりに多く
出現していることが期待できる．そのため，本研究で
は，ある期間の分析記事のみから市況分析コメントを

生成するのではなく，分析記事に記載されているイベ
ントを推定し，そのイベントに関連する記事を検索し，
検索された関連記事をも使用して，市況分析コメント
を生成する．
関連研究として，決算短信を対象として様々な情報
を抽出する研究がある．酒井らは決算短信から業績要
因を含む文（例えば「半導体製造装置の受注が好調で
した。」）を抽出する手法を提案している [7][9]．坂地
らは決算短信から原因・結果表現を抽出する手法を提
案している [10]．北森らは決算短信から業績予測文 (今
後の業績予測に関する情報が記述されている文)を抽
出する手法を提案している [2][3]．いずれの研究も抽出
対象である情報を抽出するために有効な手がかり表現
に着目し，それらの表現をブートストラップ的に自動
的に獲得，もしくは，人手にて用意している．本研究
においても， 3⃝その記事の中から株価が変動した理由
について述べている文を抽出する処理のために手がか
り表現を用いるが，その手がかり表現の獲得のために，
酒井らの決算短信から業績要因を抽出する手法 [7]にお
いて提案された手がかり表現の自動獲得手法を用いて
いる．

2 関連記事を用いた市況分析コメン
ト自動生成手法

2.1 深層学習による分析記事の抽出

市況分析コメントを自動生成するための情報源とし
て日経平均株価について言及している記事を使用する．
そのため，一か月の日経新聞記事集合から日経平均株
価について言及した記事（分析記事）を深層学習にて
自動的に抽出する．分析記事の自動抽出手法について
は酒井らの手法 [8]と同一なので，手法の詳細は割愛す
るが，概要を述べると以下のようになる．

Step 1 ２０００年から２０１４年までの日本経済新
聞記事のタイトルに「日経平均」が含まれている
記事から，学習データを自動生成する

Step 2 自動生成された学習データから入力層の要素
となる語（素性）を選択する．

Step 3 Step 1で生成した学習データと素性を用いて，
深層学習にて一か月の日経新聞記事集合から分析
記事を抽出する

2.2 関連記事の検索と重要キーワードの抽出

前節で抽出された分析記事に記述されているイベン
トについての記事（以降，関連記事と定義）を，その



月の記事集合から検索する．例えば，２０１５年１月
の記事集合から，以下の記事が関連記事として検索さ
れる．

• 株・為替、波乱含みに、スイスフラン・ショック
でユーロ安、欧州中銀、量的緩和が焦点

• 緩和マネー、日米欧株上昇、欧州量的緩和、市場
に安心感、ギリシャ・原油なおリスク

• ＮＹ金、３週ぶり高値、ギリシャ政局混迷、買い
先行

さらに，検索された関連記事集合から，その月におけ
る重要キーワードを抽出する．上記の手法により，２
０１５年１月の関連記事から抽出した重要なキーワー
ドの例を以下に示す．� �
原油安，ギリシャ総選挙，ＥＣＢ，金属取引所相
場，欧州中央銀行，原油先物相場，スイス国立銀
行，スイスフラン� �

関連記事を用いることで，酒井らの手法では抽出できな
かった「ギリシャ総選挙」や「スイスフラン」といった
語が，重要キーワードとして抽出できるようになった．

2.3 分析記事からの要因文の抽出

分析記事から日経平均が大幅に変動した理由につい
て言及している文（要因文）を抽出する．例えば，以
下のような文を抽出する．

• ギリシャへの金融支援協議が難航していること
や、中国・上海株の値動きへの警戒感から、投資
家のリスクオフの動きが強まった。

• 米消費者物価指数の上昇やイエレン米連邦準備理
事会議長が年内の利上げに前向きな姿勢を示し、
為替相場が円安に向かった。

要因文の抽出は，「強まった」のような手がかり表現や，
前節で抽出したその期間における重要なキーワードを
使用して抽出する．手がかり表現の獲得手法は酒井ら
の手法 [7]と同一であるため割愛する1．
分析記事からの要因文の抽出は，分析記事から手が
かり表現と重要キーワードがともに含まれている文を
抽出することで行い，さらに，重要キーワードに付与
されたスコアを用いることで要因文にスコアを付与し，
要因文のスコアが大きい順に抽出する．

1ただし，最初の入力する初期手がかり表現は，本研究における
抽出対象にあわせて変更している．

2.4 市況分析コメントの自動生成

前節で抽出された要因文を時系列順にならべ，市況
分析コメントを生成する．しかし，抽出された要因文
には同じ内容について記述されている文が含まれてい
る可能性がある．そのため，抽出された要因文間の類
似度を求め，類似度が大きい文の一方を除去すること
で，同一内容の文が市況分析コメントに含まれること
を防止する．
例として，２０１５年１月の記事集合から生成した
市況分析コメントを以下に示す．� �
今月の国内株式市況は日経平均株価が 17408.71円
から 17674.39円まで上昇した。
前半は、17108.70円まで下落した。原油安やギリ
シャの政情不安などで５日の欧州や米国の株価が
大幅に下落し、東京市場にも売りが波及した。業
種別では原油安が響く鉱業の下げが目立った。資
源国の経済への不安が高まったことで海外の金融・
資本市場で動揺が広がり、東京市場にも及んでい
る。ギリシャにユーロ離脱の懸念が浮上し、欧州
経済の混乱への警戒感も株価を押し下げている。
世界の市場を動揺させている原油価格の下落が止
まらず、欧州経済懸念も強い。
後半は、17674.39円まで上昇した。原油価格の一
段安やギリシャの政情不安が引き続き意識され、相
場全体の先行き不透明感が増した。欧州中央銀行
（ＥＣＢ）の量的緩和観測を好感したものの、市場
では止まらない金利低下への戸惑いも広がる。� �

第一文と「前半は...」「後半は...」から始まる文は，そ
の月の日経平均株価の変動率から自動生成している．
２０１５年６月の記事集合から生成した市況分析コ
メントを以下に示す．後述の評価では，６月の市況分
析コメントの評価値が最も高かった．



� �
今月の国内株式市況は日経平均株価が 20569.87円
から 20235.73円まで下落した。
前半は、20387.79円まで下落した。米利上げ観測
が再燃するのは直近の雇用統計の内容が良好で、
景気回復期待が強まったからだ。
後半は、20235.73円まで下落した。日本時間１８
日未明に米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）の結
果発表を控え、買いが手控えられた。ＦＯＭＣで
はメンバーの金利見通しが引き下げられ、市場で
利上げが緩やかになるとの見方が強まった。前日
の欧米株高やギリシャ債務問題の解決に向けた動
きを好感した買いが入った。ギリシャの支援協議
進展を好感したものだったが、再び交渉が難航す
ると相場は弱含んだ。今週は小売りを中心に３～
５月期決算発表が本格化する。ギリシャの債務不
履行が世界的な金融不安を招きかねないとの懸念
が重荷になった。� �
２０１５年１０月の記事集合から生成した市況分析
コメントを以下に示す．� �
今月の国内株式市況は日経平均株価が 17722.42円
から 19083.10円まで急騰した。
前半は、18096.90円まで上昇した。２日発表の米
雇用統計は低調な内容で、米国の早期利上げ観測
がやや後退。中国など新興国経済の減速懸念から、
９月に入って企業業績への楽観論は急速に修正さ
れてきた。前週末の米国株高に加え、環太平洋経
済連携協定（ＴＰＰ）交渉の進展が好感された。一
部で追加緩和への思惑が浮上し、決定会合に向け
て売り建てておいた先物を買い戻す動きもみられ
た。９月の中国製造業購買担当者景気指数（ＰＭ
Ｉ）の改善や米新車販売好調などでマクロ指標へ
の不安が後退。１０月末には日銀が追加緩和する
との観測も強まる。
後半は、19083.10円まで急騰した。中国人民銀行
（中央銀行）が２３日に金融緩和策を発表し、中国
景気への警戒感が後退。� �

3 評価

本手法の評価を行うため，本手法を実装した. 実装に
あたり，形態素解析器としてMeCab2，係り受け解析
器として CaboCha[4]を使用した．評価方法は，実際
に運用担当者が作成した市況分析コメント（2015年 1

月～12月）と，その期間の日経新聞記事を使用して本
手法により自動生成された市況分析コメントとを比較

2http://taku910.github.io/mecab/

表 1: 評価結果
期間 本手法 比較手法 運用担当者
１月↑ 0.47 0.42 0.72

２月↑ 0.41 0.39 0.39

３月↑ 0.54 0.42 0.74

４月↑ 0.40 0.38 0.60

５月↑ 0.56 0.38 0.40

６月↓ 0.67 0.45 0.60

７月↑ 0.56 0.45 0.47

８月↓ 0.51 0.41 0.88

９月↓ 0.46 0.50 0.88

１０月↑ 0.49 0.33 0.87

１１月↑ 0.43 0.57 0.69

１２月↓ 0.48 0.63 0.46

平均 0.50 0.45 0.63

して行った．具体的には，ある期間における運用担当
者が作成した市況分析コメントと自動生成された市況
分析コメントとの類似度を，Doc2vecを用いて求める．
そして，その期間における運用担当者が作成した市況
分析コメントとの類似度の平均を評価値とした．ここ
で，比較手法として以下の手法と比較した．

比較手法: 酒井らの手法 [8]によって生成された市況
分析コメント

運用担当者: 運用担当者が作成した市況分析コメント
の１つを選択

運用担当者は理想的な結果に基づく評価値となる．結
果を表 1に示す．なお，期間の矢印（↑，↓）は，その
期間において日経平均が上昇したか下落したかを示す．

4 考察

本手法と比較手法を比較すると，9月，11月，12月
を除く全ての月で，本手法がよい評価結果を得た．ま
た，全期間の評価値の平均も本手法が上回り，その月
のイベント内容に左右されずに、平均して高い評価値
をだしていることが分かる．これは，本手法は，分析
記事における記述が少ないイベントでも関連記事を使
用することで，適切に重要キーワードへの重み付与が
できるからであると考える．また，比較手法では抽出
された要因文同士の類似性の判定を行っておらず，類
似した内容の文が生成された市況コメントに含まれて
いる場合があったが，本手法では，類似している文の
一方を除去することで，その月に起こったイベントを
幅広く網羅している．しかし，そのことが評価値を下



げることもあった．例えば，比較手法のほうが高い評
価値である１２月の記事から生成された市況分析コメ
ントを比較する．まずは，比較手法によって生成され
た市況分析コメントを示す．� �
前日の欧州中央銀行理事会で決まった追加の金融
緩和策が市場の期待に届かず、失望売りが広がっ
た。円高・ドル安が進んだのも重荷となり、輸出株
の下落が目立った。幅広い範囲の業種に売り注文
が広がり、東証１部上場企業の約９割が値下がり
した。前週末の米国株の大幅下落に加え、１５～
１６日には米連邦公開市場委員会が控え、日本株
の先行きにも不透明感が高まっている。１５日の
東京株式市場で日経平均株価は大幅に続落し、ほ
ぼ２カ月ぶりの安値を付けた。利上げの是非を判
断する米連邦公開市場委員会の開催を前に投資家
のリスク回避姿勢が強まり、東証１部の８割超の
銘柄が下げた。� �

次に，本手法によって生成された市況分析コメントを
示す．� �
今月の国内株式市況は日経平均株価が 20012.40円
から 19033.71円まで下落した。前半は、18565.90

円まで大幅に下落した。前日の欧州中央銀行（Ｅ
ＣＢ）理事会で決まった追加の金融緩和策が市場
の期待に届かず、失望売りが広がった。
後半は、19033.71円まで上昇した。原油価格の下
げ止まりも投資家心理を改善させた。１６日の米
連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）の結果発表を控
えて手じまい売りが続き、ほぼ全面安の展開。米
連邦準備理事会（ＦＲＢ）が利上げを決め、当面
の金融政策の不透明感が払拭されたことが好感さ
れた。原油安が一服し、投資家が過度にリスクを
避ける姿勢が和らいだ。２０１６年は低インフレ
懸念が強まるとの見方が背景にあり、新興国の景
気減速や通貨安が拍車をかけている。米利上げは
米国の需要を抑えるだけでなく長短金利差が縮小
し、銀行収益の圧迫要因となる。� �

この月は，「欧州中央銀行の追加金融緩和策」について
と，「ＦＯＭＣ（米連邦公開市場委員会）での政策金利
引き上げ」についてが主な内容であり，それについて
のみを記述した比較手法のほうが高い評価値を示した．
本手法は，類似した要因文の一方を除去するため，基
本的に１つのイベントは１つの要因文のみとなる．そ
のため，「原油価格の下げ止まり」といった多くのイベ
ントが含まれた分析コメントとなり，結果として，評
価値が低くなることもあると考える．

5 まとめ

本稿では，経済新聞記事などの経済テキストから、
日経平均株価の市況について言及している記事のみを
抽出し，それらの内容を自動的に要約することにより
マーケットレポートにおける市況分析コメントを自動
生成する手法について述べた．本手法では，まず経済
新聞記事から深層学習により日経平均株価について言
及している記事（分析記事）を抽出し，さらに，その
分析記事と関連している記事（関連記事）を検索する．
そして，関連記事を用いて重要なキーワードを抽出し
た．次に分析記事の中からその理由について言及して
いる文（要因文）を抽出し，類似した要因文を除去し
つつ，重要なキーワードを含む要因文を時系列順に並
べることで市況分析コメントを自動生成した．評価の
結果，関連記事を用いていない既存手法 [8]より概ね高
い評価値を達成した．
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